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人はどのように原発再稼働賛否の
決定を行うのか？

How Do People Decide the Pros or Cons of Restart of Nuclear Power Generations ?

八ッ橋　武　明＊
Takeaki Yatsuhashi

Abstract
　After 3.11 disaster, most of Japanese people tended to oppose to the nuclear power  generation, 
and the government was obliged to stop all nuclear power plants for a while. The government 
decided the new safety standards of nuclear power plants, and began to restart plants which passed 
the new standard managed by the new regulation agency. Now three plants are on the operation, but 
people from 50 to 60 percent have continued to show opposition to restart of nuclear power plant as 
strongly as before. There were many opinion polls which concerned with pros and cons of nuclear 
plant. But any factors which would constitute the results had never been researched and reported. 
These would be very important to understand causalities of the results.
　In this research, such kinds of factors were studied through a survey and three main factors were 
found out. The fi rst one is the degree of respondents' inclination of economic request priority principle. 
The second one is the degree of respondents' inclination of trust loss and measure distrust. The third 
one is the degree of respondents' inclination of diffi culty in nuclear power plant safety. In addition to 
these factors, four supplementary factors were also found. Three of them are related with personal 
norms like inclination of saving and share, and one of them is inclination of renewable energy and 
sustainability. Severeal phenomena are explained by using these factors. 

１.　はじめに
　２０１１年３月１１日の東日本大震災と津波
による福島第一原子力発電所の大災害の発生
は、安全と言われ続けた原発の危険性を社会に
知らしめることとなった。その後に定期検査で
停止した原発は、新たに作られた原子力規制委
員会が制定した安全基準の元で安全性の見直し
が行われ、それにパスすることが、立地域の自
治体の同意とともに、再稼働の条件となった。
現在はその条件で川内原発１・２号機、伊方原
発３号機が再稼働を行っている。
　ところで大量の放射能をまき散らし、多数の
避難民を生んだ原発の危険性が世に知れ渡った

ため、当然に再稼働に対する国民の反対意識は
強いものがあり、メディア各社による世論調査
がそれを示している。表１に調査事例を示すが、
賛成は 30～ 40％に対して、反対は 50～ 60％
となっており、しかもこの傾向は福島事故後の
５年を経ても、ほぼ安定している。
　ところで世論調査の知識はそこまででよいと
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表１　原発再稼働の賛否の世論調査事例



-2-

湘南フォーラム No.21

しても、それでは賛否の中身がどうなっている
のかについては関心が惹かれる。賛成とか反対
は総合的判断の結果であり、どの様な意見・見
解が集約されて、人々の賛成または反対の総合
判断が形成されているのか、その内実には関心
が惹かれる。原発の受入を人々がどの様に考え
ているのかの問題を、よりよく理解させてくれ
る可能性がある。
　例えば次のような例がある。この様に賛否に
は色々な意見が係わっていると思われる。
・ 原発は発電コストが安価と言われ、有利な電
源である。
・ 福島事故が如実に示したように、原発は危険
な電源であるために今後はやめるべきだ。
・ 日本は世界的にも地震が多く危険なので、原
発は止めるべきだ。
・ 最近は再生可能エネルギーの登場があり、そ
の育成を進めて原発は縮小・廃止すべきだ。

　そこで本研究では、原発の賛否がどの様な意
識・意見の構造から成り立っているのかを一般
市民を対象に実証的に調べることとした。方法
としては、メディア関連の研究で見られる利用
と満足の方法を利用することとした (1,2)。なお
先行的には学生を対象に調査を行い、方法論の
可能性を確認した (3)。
　調査対象地域は環境意識等で先進的と見られ
る茅ヶ崎市を選び、調査標本は２０歳から６５
歳までの茅ヶ崎市民を対象とし、選挙人名簿よ
り無作為多段抽出法で 1505票の標本を作成し
た。調査は 2013年３月に郵送法で行った。回
収数は537票、有効回収数は533票、有効回収
率は35.4％であった。
　なお調査項目は、環境問題と地球温暖化関連
の見解、原発に関する見解、再生可能エネルギー
に関する見解を中心とした。詳細な分析では、
原発の再稼働問題に興味ある結果が得られたの
で、ここではその点に絞って報告しており、先
行的には一部を学会講演で報告している (4)。
　今回の研究は原発の再稼働を対象としたた

め、福島事故前に行われていた原子力の社会的
受容性の研究成果の事前のフォローをしなかっ
た。しかし事後に文献調査をして、今回の成果
と比較可能な研究成果があることが分かった。
今回の分析結果と照合し、研究を補完するとと
もに、新たな知見をまとめている。

２．原発再稼働の賛否を決定する要因
　ここでは原発再稼働の賛否を決定する要因を
明らかにしたい。方法としては、原発再稼働賛
否を左右する可能性の高い様々な設問を選択
し、それらの回答に因子分析を適用し、次に因
子得点を独立変数、再稼働賛否の回答を従属変
数とする回帰分析を適用することにより、結果
の妥当性と因子（要因）の重要性を検証しよう
とするものである。なおこれらの分析を行うた
めに、調査の回答の選択肢は殆どの設問を順序
回答の５択で行っている。

（１）直接的な関連性
　調査では今後の原発の再稼働に関する賛否の
意見を聞いている（問１３）。回答は５択である。
その結果を図１に示す。「賛成」「やや賛成」を
合わせると 20.1％、「やや反対」「反対」を合わ
せると 48.9％である。結局は５割近くが反対、
３割が「何とも言えない」、２割が賛成となっ
ている。全体的に見れば断然反対派が多い。な
お表１の結果は異なって見えるが、表１では調
査の選択肢を賛成と反対の２択としているため
で、図１の「何とも言えない」が賛否に２分さ
れれば、概略は同様な傾向である。
　次に図１における回答によって、他の設問の
回答の分布がどの様に現れるかの具体例を、事
例的に見てみる。事例としては原発に関連する
下記のような設問（問１４）がある。

q14a.  原発停止では電力料金が上がるので再稼
働はやむを得ない

q14f.  日本は地震大国なので原発立地はやめる
べきだ
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これらの設問の回答選択肢は、「1. そう思う」、
「2. ややそう思う」、「3. 何とも言えない」、「4. 
あまりそう思わない」、「5. そう思わない」の５
択である。この様な様々な設問の回答を図２の
ように集計してみる。同図で賛成Ｇ（グループ）、

中立Ｇ、反対Ｇとは、それぞれ図１で「賛成」
と「やや賛成」、「何とも言えない」、「やや反対」
と「反対」と答えた回答者グループであり、そ
の３グループごとに回答の選択肢番号の平均値
を求め、それをグラフ化したものである。

図１　原発再稼働に関する賛否

図２　原発関連の状況に対する賛否　平均値の検定：***：p≦ 0.001
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　このグラフは全員（×印）の平均値が１に近
いものから順に、設問毎の集計結果を上から下
へ並べてある。全員の傾向を見ると、上位の９
項目はほぼ評価値が１と３の中間辺りにあり肯
定的見方で、下位の４項目は３と５の間、つま
り否定的な見方になっている。
　ところでこのグラフの注目すべき点は、すべ
ての項目で賛成、中立、反対の順番が揃ってお
り、しかも明確に分離している点である。賛成
Ｇは上位９項目ではどれも一番左（否定的）に
あり、下位４項目では一番肯定的な側にある。
反対Ｇはすべて賛成Ｇと反対の側にあり、中立
Ｇはすべて反対Ｇと賛成Ｇの中間にある。とこ
ろで上位９項目は安全性や信頼性に関する設問
であり、下位の４項目は経済的要請に関する設
問である。すると賛成Ｇは安全性や信頼性に関
する評価は相対的には否定的な傾向にあり、経
済的な要請に関する項目では肯定的な傾向にあ
る。これに対して反対Ｇは逆で、上位９項目で
は肯定的な傾向にあり、下位の４項目では否定
的な傾向にある。
　したがって全体的に見ると、経済と安全や信
頼が争点で、賛成Ｇは経済要請を優先して考え
て安全や信頼をかなり楽観視しており、反対Ｇ
は安全要請や信頼性を高く評価し、経済要請を
かなり低く評価していることとなる。この様な
傾向を見てもう一つここで強調しておきたい点
は、この様な回答の分布状況から見ると、原発
の再稼働に対する賛成か反対かの意見は、上記
の１３項目に関する総合的な判断として成り立
つ可能性が高いことを示している。このことは
因子分析が有効性を発揮しうる可能性も示して
いる。

（２）間接的な関連性
　原発の再稼働に関する賛否を左右する要因に
は、上記で述べてきた直接的な要因に限らず、
他の色々な要因が潜在的に関連する可能性があ
る。例えばその人が再生可能エネルギーについ
て肯定的な見方であるか、否定的な見方である
かによって、賛否の意見は変わる可能性がある。
また日常的な自然環境に対する意見で、環境保
護的な意見の人と、そうでない人では差が出る
可能性がある。この様に色々な可能性があるた
めに、本調査ではそれらの可能性を出来るだけ
カバーするための設問を用意した。例えば表２
に示す設問である。これらは各問ともに複数の
設問を含むものであり、これらの設問を作るに
際しては、多くの文献を参照し、工夫を重ねた
（例えば5,6,7,8）。
　因子分析ではこれらの設問への回答の合成変
数として因子が作られ、その因子が再稼働賛否
に関与することが期待される。その点では設問
への回答が再稼働賛否（問１３）と相関を持つ
ことが期待される。そこでこれらを含む設問の
回答と再稼働賛否（問１３）の相関を相関係数
で調べて表３に示す。同表では相関係数ととも
に、相関係数の有意性を示している。有意性を
持たない相関係数の値は記入していない。
　同表によると、＜再稼働意見＞、＜エネルギー
シナリオ＞、＜原発意見＞、＜固定価格買取制
度＞、＜環境コスト負担意向＞辺りは相関係数
が大きく、関連性が強い設問である。なお＜再
稼働意見＞については、相関係数の値は図２に
示したようなグループ間の明確な分離傾向を起
こすものであり、したがって＜エネルギーシナ

  表２　原発再稼働への間接的影響を持ちうるとした設問
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 表３　原発再稼働の賛否（q13) との相関係数
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リオ＞や＜原発意見＞などの他の設問について
も、同様なグループ間の分離があるものと推察
される。
　次いで＜環境コスト負担意向＞、＜社会・生
活意見＞、＜発送電分離意見＞辺りは相関が強
い設問である。これらからも再稼働賛否に影響
する要因が現れる可能性がある。最後に＜日常
環境行動＞、＜地球温暖化意見＞、＜地球環境
観＞は相関係数が相対的には小さく現れてい
る。

（３）因子分析での要因概念形成
　まず表３から、因子分析を適用するための変
数（設問）を選択した。候補は多くあるので、
数を限定するために、有意性の *が２つ以上の
ものを選んだ。なお最終的には因子得点を利用
して、問１３を従属変数とする回帰分析を行う
ために、問１３と趣旨が類似している問１０（エ
ネルギーシナリオ）、問１５（エネルギーで原
子力利用の賛否）、問１６（今後は原発をどう
すべきか）、問１７（原子力の安全利用は可か
否か）は因子分析の変数から除外した。また分
析の過程でも必要性・不要性について検討を加
え、試行錯誤とともに若干の採用変数の調整を
行った。因子分析の結果として抽出された７つ
の因子を以下に示す。

f1. 再エネ持続社会期待
　  再生可能エネルギーが持続社会を進めるこ
とへの期待の度合

f2. 信用喪失・対策不信
　  原発推進体制への信用を無くし、かつ災害
対策は不十分との認識度合

f3. 経済要請重視
　  経済界要望や立地地域経済要望から再稼働
の必要性を認める度合

f4. 競争経済指向
　  競争経済が豊かさの源泉でエネルギー多消
費の必要性を認める度合

f5. 環境コスト高負担

　  環境を守るためなら高負担も可能とする度
合

f6. 節約・シェア指向
　  資源・モノを節約し、かつシェアして浪費
を避けようとする度合

f7. 原発安全困難
　  地理条件・技術不完全のため再稼働は安全
不足と見る度合

　また、各因子を構成する変数を表４に示す。
変数は変数欄に示した３５の変数を採用してい
る。なお軸の回転は直交回転のバリマックス回
転で、寄与率の合計は62.7％である。各因子を
構成する変数を参照して、因子欄にある因子名
称をつけている。
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表４　原発再稼働に関する意見の因子分析結果
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（４）回帰分析での要因定式化
　次にこれらの因子が再稼働賛否でどの様な役
割を果たしているかを明確化するために、再稼
働賛否（問１３）を目的変数、７つの因子得点
を説明変数とする回帰分析を行った。結果を表
５に示す。回帰分析は全体としては、重相関係
数 0.823、寄与率 0.677 であるので、回帰分析
としては説明力がかなり強い分析結果が得られ
ている。すなわち目的変数である賛否の設問へ
の回答の分散の７割弱は７個の因子得点で説明
出来ており､ 未知の要因による寄与は１/３以
下である。既知の要因の説明力が断然大きいの
で、回帰式は十分な説明力を持つことが分かる。
　各因子の因子得点は相互に独立で標準化され
ているために、回帰係数の絶対値はそのまま賛
否の決定に影響する度合を示す指標となる。表
５は回帰係数の絶対値が大きい順に並べてあ
る。その結果、上位の３位までが原発に直接に
関与する因子である。これを直接要因と呼ぶこ
とにしよう。４位から７位までが間接的に関与
する因子であり、これを関節要因と呼ぶことに
する。回帰分析の結果で分かったことを下記に
まとめる。

ａ．直接要因
① 原発に直接的に関与する意見・見解から構成

される要因は次の３点である。

　f3. 経済要請重視
　　  経済的メリットを重視すると、再稼働賛

否は賛成になりやすい。
　f2. 信用喪失・対策不信
　　  推進側への信頼をなくし対策に不信をも

つと、賛否は反対に傾く。
　f7. 原発安全困難
　　  原発の安全が困難との思いが強まると、

賛否は反対になりやすい。

② 「経済要請重視」は再稼働の最大の推進理由
であり、次いで「信頼喪失・対策不信」と「原
発安全困難」は最大の反対理由である。
③ これらは賛否の決定に寄与する度合は強い。
また符合の正負の点から寄与は相互に逆方向
となっていることも分かる。

ｂ．間接要因
① 原発が直接に関与していないが、生活信条や
他技術への期待の点で、再稼働賛否の決定要
因となるもので、次の４点がある。

　f4. 競争経済指向
　　  競争経済指向の人は原発再稼働に賛成に

なりやすい。
　f1. 再エネ持続社会期待
　　  再エネで持続社会を期待する人は，再稼

働反対になりやすい。
　f5. 環境コスト高負担
　　  環境コストの負担を厭わない人は、再稼

働反対になりやすい。
　f6. 節約・シェア指向
　　  省資源志向、シェア志向の人は，再稼働

反対になりやすい。

② 生活信条や規範に該当する要因としては、「競
争経済指向」、「環境コスト高負担」、「節約・
シェア指向」が該当する。

表５　原発再稼働に関する意見の因子分析結果
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③ 他技術への期待の点では、再生可能エネル
ギーの成長に期待する「再エネ持続社会期待」
が該当する。

ｃ．回帰式
　因子得点を fi  で書くとすると、再稼働賛否
の問１３（回答は１～５）の予測回答は次式で
　書ける。
　q13 =  0.799*f3 - 0.414*f2 - 0.336*f7
　　　+  0.194*f4 - 0.140*f1 - 0.131*f5 - 0.076*f6 + 

3.568

　次に回帰分析から各因子の再稼働賛否への寄
与の度合いが分かったので､ それを勘案して、
各因子の因子得点がどの様な傾向を持つかを図
示する。図３では再稼働への賛成Ｇ、中立Ｇ、
反対Ｇ毎の因子得点の平均値をグラフ化してい
る。グラフの外側ほど因子の傾向が強くなって
いる。調査の回答は、「1．そう思う」～「５．
そうは思わない」で、この回答の選択肢番号が
標準化データとなった場合、負の方が傾向が強

くなる。このため因子得点は負で絶対値が大き
いほど、傾向が強くなる。
　同図によると各グループの傾向は以下のよう
になっている。
　賛成Ｇは「経済要請重視」は際立って強く、
次いで「競争経済指向」が強いが、他の軸では
どれも他グループより内側で、どれも弱い傾向
にある。中でも「信用喪失・対策不信」と「原
発安全困難」は際だって内側にあり、傾向は弱
い。
　他方で反対Ｇは「信用喪失・対策不信」が際
立って外側で強く、「原発安全困難」も強く、
概して他の因子でも外側にあり、どの場合も傾
向は強い。ただし「経済要請重視」が際だって
弱く、「競争経済指向」も最も弱い。
　中立Ｇはどの因子においても賛成Ｇと反対Ｇ
の中間ないしは中間付近にある。
　結局、賛成Ｇと反対Ｇはほぼ対称の関係にあ
り、賛成Ｇは経済優先で、信頼や安全は気にな
らないとの立場で、反対Ｇは対策不足、安全不
十分、経済非優先となっている。このような因

図３　再稼働賛否に係わる因子得点の平均値
平均値の検定：*：p ≦ 0.05 ***：p ≦ 0.001
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子得点の分布を見ると、原発再稼働の賛否を決
める可能性の強い因子は、「経済要請重視」、「信
用喪失・対策不信」、「原発安全困難」が中心的
であり、さらに「競争経済指向」等の他の因子
も補足的な役割を果たす可能性があることが想
定される。これらの傾向が回帰分析で証明され
ている。この様に因子得点の分布は様々な興味
ある事象を示してくれる。後に幾つかの点でそ
れらを説明する。

３．過去の社会的受容性研究との整合と新知見
　本研究では原発「再稼働」を対象としていた
ので事前に福島事故以前の研究のフォローはし
なかったが、原子力発電の社会的受容性の研究
は福島事故以前にも多く行われていた。通称と
しては原子力のＰＡ（パブリック・アクセプタ
ンス）と呼ばれている。１９９０年代には地球
温暖化問題が声高に叫ばれるようになり、化石
燃料から抜け出すには原子力に頼るほかはない
が、原子力の導入はなかなか進みにくいとの見
方が中心的であった。その状況下で原子力の社
会的受容性を高めるための知見を目指して、
様々な調査研究が行われていた。それらには大
きく見るとほぼ３つの流れがある。
　第１は世論調査のタイプであり、原子力に対
する国民の意見分布を知るために行われた。分
析の方法としては記述統計が中心である。第２
は原子力政策に対する国民の賛否を左右する事
柄は何かを探索する研究で、多変量解析を用い
て賛否の有意差を創り出す項目を研究するもの
である。これらは概して原子力広報への寄与を
目的とされていた。第３番目は確率論の観点か
ら社会的技術の導入のリスク評価を行うもので
ある。
　これらのうちの第２の中で本研究とほぼ同様
な方法で調査と分析を行った論文が２点（9. 木
村ａ，10. 木村ｂ）報告されている。双方は調
査対象層に差があるがほぼ類似した結果であ
る。ここでは調査対象層が広い木村bを引用
して、本研究の結果との比較を試みる。

（１）双方の結果の比較
　この研究は原子力技術や原子力関連施設、こ
れらを取り扱う原子力政策の社会的受容を個々
の人々が判断する際に、電力消費地域か電源地
域かの居住地域差、さらには原子力に関する知
識量の多寡によって、受容判断に寄与する要因
がどの様に異なるのかを明らかにしようとする
ものである。そして電力消費地域として東京都
杉並区、大阪市城東区、広島市南区の３地域、
電源地域としては柏崎市狩羽村、福島県双葉町・
大熊町の２地域で行ったアンケート調査データ
に、本研究と同様に因子分析を適用し、次に「原
子力政策への賛否」を目的変数とする回帰分析
を適用し、賛否を決定する要因を議論している。
　ここではその研究の中から、消費地の回答者
740名の最終的な分析結果を引用し、表６にお
いて本研究の結果と比較している。木村ｂでは
目的変数を標準化して行う回帰分析の結果とし
ての標準化回帰係数βで記述しているので、本
研究も表５とは異なる表現となるが、回帰分析
で同時に得られている標準化回帰係数βを用い
て記述している。また木村ｂでは、因子分析で
得た４因子得点に加えて、調査の回答値である
「原子力の知識量」、「年令」、「性別」も回帰分
析の独立変数に加えているので、ここではそれ
らも転記している。
　なお「原子力政策への賛否」の回答は４択で、
「賛成」10.3％、「どちらかといえば賛成」
38.0％、「どちらかといえば反対」34.8％、「反対」
13.6％であり、賛成と反対はそれぞれ拮抗して
いる状況であった。
　そこで表６の両者を比較して、特徴的な点を
以下にまとめる。
① 本研究でも木村ｂでも寄与率は 2/3 に近い
水準にあり、未知の要因の影響は少ない。
② 最上位の「経済要請重視」と「原子力発電の
有用性」は、βで見ると寄与度合が類似し、
また　変数の意味内容も類似している。「原
子力発電の有用性」を構成する変数は「将来
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の電力使用量を考えると、原発は必要だ」、「安
定供給のためには原発は必要だ」、「原発の発
電費用は安価である」などの１０変数が含ま
れており、その意味では「経済要請重視」と
類似性が高い。
③ ２番目の「信用喪失・対策不信」と「事業主
に対する信頼」は、同じ意味内容ながら逆の
概念であり、符合が反対となっている。寄与
度合も同程度である。
④ ３番目の「原発安全困難」と「原子力へのリ
スク認知」は、意味内容は類似し寄与度合は
同程度である。
⑤ 次いで両者の残りの変数の回帰係数を比較す
ると、本研究の方がかなり大きい。ところで
本研究では回帰分析の計算結果より、上位３
変数までの寄与率は 0.677 のうちの 0.623 で
あり、残り４変数による寄与率の上昇分は
0.054 である。このことを勘案すると、木村
ｂの残りの４変数の寄与率向上分はずっと小
さいものとなろう。
⑥ このことにより、上位３変数の賛否への寄与
度合は下位の変数より断然大きく、上位３変
数は双方の場合ともに、賛否決定の骨格部分
となっていることが分かる。

⑦ 回帰分析の目的変数は、本研究では「原発再
稼働賛否」、木村ｂでは「原子力政策への賛否」
で表面上は異なって見えるが、賛否決定の内
容の点では相当に類似しており、回答者の回
答に際しての考え方は、ほぼ同様になってい
ることが考えられる。

　問題意識が異なる研究で、設問や選択肢数な
どデータの取り方も異なる調査データであった
が、骨格部分では同様な結果が得られたことは、
かなり興味あることである。因子分析の持つ概
念形成の総合性がこれらの研究を比較可能とし
たものであるが、表面的な目的変数の差も比較
の妨げとなることがなく、比較可能で双方に整
合的な結果が得られたことは、研究の妥当性と
結果の汎用性を補強するものと考えることが出
来る。

（２）決定メカニズムのイメージ
　以上の点も踏まえて、賛否決定過程の骨格部
分の構造 (言わば評価項目のウエイト )とその
機能をより平易な表現で言うとすれば、次のよ
うになる。これが言わば再稼働賛否の決まり方
のメカニズムである。

表６　因子を独立変数とした回帰分析結果の比較
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① 原発の経済メリットは誰しもが最も重視すべ
き評価基準である。
② 原発の安全性への懸念 (否定 )は重要な評価
基準である。重要性は経済メリットの半分弱
である。
③ 国民は自分で技術・状況判断が出来ないので、
実施者への信頼に頼る。したがって信頼性は
重要で、信頼性への懸念 (否定 )も重要な評
価基準である。重要性は経済メリットの半分
強である。

　この状況下で、経済メリットに高位の同意点
を与え、安全性懸念や信頼性懸念に低位の同意
点を与える人は、再稼働の賛否は賛成になる。
ところが経済メリットには低位の同意点を与
え、安全性懸念と信頼性懸念に高位の同意点を
与える人は、再稼働の賛否は否定となる。これ
が両極の典型例である。経済メリット、安全性
懸念、信頼性懸念のそれぞれにどの様な同意点
を与えるかは人それぞれであり、その結果は回
帰式で予測されることとなる。これが骨格部分、
または直接要因での決まり方である。

④ さらに間接要因は調整項目のように働き、各
項目への同意の程度が寄与して、直接要因の
結果を補足するように働く。すなわち「競争
経済指向」に合致する人は再稼働賛成に促進

される。また「再エネ持続社会期待」「環境
コスト高負担」「節約・シェア指向」に合致
する人は再稼働反対に促進される。これは従
来にはない新たな知見である。

　ここからくみ取れる福島前後の骨子部分の変
化は次のようになる。原発の経済メリットは確
かに魅力的なものである。しかし他方で安全性
の点ではリスクがある。ところで通常は人は技
術が分からないので、実施者が信頼出来るか否
かが問題である。福島事故前は安全性の怖さは
あったが、実施者が信頼されていたので、結果
としては反対は現在よりは少なかった。しかし
福島後は、安全面の怖さがさらに増加し、また
実施者の信頼度は地に落ちた。これによって反
対は格段に増加して現在に至っている。これが
賛否の決定のメカニズムの骨子である。

４．要因傾向が語る賛否のグループ間特性
　これまでは要因を利用して再稼働への賛否を
考えることの有効性を見てきたが、ここでは回
答者の属性による賛否の差が要因でどの様に説
明されるかを見ていく。属性としては性別と世
代別を取り上げる。

（１）性別の賛否の差と要因
　まず性別に見た再稼働の賛否を図４にしめ

図４　再稼働賛否の性差  χ２乗 :***
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す。男女間には明確な有意差がある。女性は男
性に較べて「反対」＋「やや反対」が多く、「何
とも言えない」も多く、結果として「賛成」＋
「やや賛成」は男性は 28％であるのに対して、
女性は 16％である。女性は再稼働に賛成する
傾向はかなり小さい。
　次に要因としての因子得点の面から性別の傾
向を見たのが図５である。明確な差は「原発安
全困難度」と「節約・シェア指向度」の間にあ
り、双方ともに因子の傾向は女性の方が男性よ
り有意に強い。他の５軸についてはほぼ同じ位
置にあり、注目すべき有意な差は無い。したがっ
て主な男女差はこの２つの要因「原発安全困難」
と「節約･シェア指向」で生じている。ただし
「原発安全困難」は直接要因であるため、主な
賛否の差は「原発安全困難」で生じ、間接要因
の「節約・シェア指向」はその差をさらに促進
していることが分かる。女性は男性に比して原
発が安全に運転されることは難しいと思う傾向
が大幅に強いのである。

（２）世代別の賛否の差と要因
　図６は再稼働賛否の世代差を示すものであ
る。「賛成」＋「やや賛成」は２０代では
３０％弱で最も多く、30～ 40代、50～ 60代
はほぼ同様の２０％弱である。それに対して「や
や反対」＋「反対」は２０代が４４％、次の
30 ～ 40 代も同程度、50 ～ 60 代は大きく
５５％となっている。年令が上がるほど、反対
が強くなる。
  世代別の因子得点の平均値を表したのが図７
である。様々なところで因子得点に差が出てい
る。有意差のある因子は「信用喪失・対策不信」、
「環境コスト高負担」、「節約・シェア指向」、「競
争経済指向」である。しかもさらに興味が持た
れる点は、これらの因子得点の平均値は世代変
化とともに単調に変わっていることである。

Ａ．高年から若年に向け傾向が強まるもの：
　　経済競争指向
Ｂ．若年から高年に向け傾向が強まるもの：
　　信用喪失・対策不信、環境コスト高負担、
　　節約・シェア指向

図５　因子得点平均値に見る性差
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　次に上記のＡは、傾向が強まるほど再稼働の
賛成を促進する因子であるのに対して、Ｂは反
対に、傾向が強まるほど再稼働の反対を促進す
る因子である点である。したがって図７で有意
差が現れている因子はすべて、若年世代ほど再
稼働を賛成側に促し、高年世代ほど再稼働を反
対側に促している。因子軸の意味内容から見る

と、ここに見る世代変化は、言わば若年層ほど
新自由主義的、自己責任主義的な判断の傾向が
強まり、または高年層ほど旧自由主義的、公共
主義的な判断の傾向が強まることを示してい
る。それらが決定のメカニズムに数量的に組み
込まれた点は、極めて興味が持たれる点である。
　また公共性の見方からすれば、確かに原発再
稼働への賛否の判断は強い公共性を帯びるもの

図６　再稼働賛否の世代差  χ２乗 :*

図７　因子得点平均値に見る世代差



-15-

特別寄稿

であり、それ故に公共性 vs 自己責任性の分離
傾向が世代間に垣間見える結果となった。この
ことは再稼働の賛否問題に限らず、社会思想的
に見ても極めて興味ある事態を示していると見
ることが出来る。

５．再稼働賛否の今後の見通し
　本研究では直接要因に該当する３つの因子の
傾向で、再稼働の賛否の骨格が決まる様子を見
てきた。それではその３つの因子は調査時点以
降ではどの様に推移すると見込まれるのだろう
か。因子を構成する設問への回答状況を見て、
状況を想定してみよう。

（１）経済要請重視
　経済要請重視を構成する設問は表７の４つで
ある。調査時点では「思わない」の比率が高く、
ここでは、「思う」と「何とも」は同程度の水
準にある。結局は「思う」が増えるか減るか、「思
わない」が減るか増えるかの問題となる。原発

の経済面の動向を見ていると、地域経済のため
の原発の視点が強まることはありにくい。また
福島事故に伴う安全基準の向上で建設コストが
上昇し、新規プラントの発電コストが上昇した
ため、世界の原発市場は数年前に期待されてい
たよりも厳しい状況に推移している。輸出は難
しくなりつつある。また既存原発の電気料金に
ついては、2016年 12月に資源エネルギー庁が
明らかにした料金政策により、今後は福島事故
処理費用や高騰する廃炉費用の上乗せがあり、
消費者には厳しく評価される方向に推移するで
あろう。これらの点からすれば、この因子得点
の分布は再稼働に厳しい方向に推移することが
予想される。

（２）信用喪失・対策不信
　信用喪失・対策不信の因子を構成する設問群
の回答状況を表８に示す。一目見て回答者が原
発推進側を信用していないことは明らかであ
る。不適切な避難指示での被爆の増加、事故時

表７　経済要請重視関連の設問回答状況

表８　経済要請重視関連の設問回答状況
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の原子力安全委員会の無能さ、多発する甲状腺
ガンへの対応、メルトダウンの隠蔽、資金を投
入を続けても何時までも稼働しないもんじゅと
青森県の再処理施設、破綻しても継続を意図す
る核燃料サイクルなど、原発関連の実施側への
信頼度は地に落ちている。これまで出てきた問
題が、今後は円滑に改善されて、信頼が回復さ
れていく見通しは立ちにくい。推進側の資金節
約志向があり、事故の矮小化と見られる点もあ
り、その点では今後判断が改善されることは起
こりにくい。

（３）原発安全困難
　原発安全困難の因子を構成する設問群を表９
に示す。安全性の点で問題があるとは思わない
人は１割前後で、問題があると思っている人は
6割前後で､ 断然多い。
　福島以降、地震の発生はすぐに原発安全への
危惧と結びつくようになっており、原発立地は
もとより、再稼働をやめるべきとの意見は従来
よりさらに強まっている。最大震度７が連続し
て起きた 2016年 4月の熊本地震では、川内原

発への停止要請は国民レベルでの関心事項と
なった。炉心溶融等の過酷事故は、福島後は起
きうるものと認識され、過酷事故時の避難計画
の不備が各地で特に問題視されるようになって
いる。地裁レベルでは原発差し止めの判決が出
たり、原発反対の知事が当選したりしている。
安全に関する危機感は更に高まっている様に見
える。
　使用済核燃料の処分については、「トイレの
ないマンション」として一躍有名になった。特
に地震国日本ではこの問題への対応は困難との
認識はかってより広まっているように見える。
原発の上層階に蓄積されている使用済み核燃料
の冷却問題も地震の度に話題になるようになっ
た。
　放射能障害に関する問題は多岐にわたってい
るが、象徴的な例として､ 福島県の甲状腺ガン
の多発状況が顕在化して来ている。
　もう一つ、本研究での調査データを引用する。
調査では、「Ａ．人は原子力を安全に利用する
ことが出来る」か「Ｂ．人は原子力を安全に利
用することは出来ない」を聞いている。その結

表９　原発安全困難関連の設問回答状況

図８　原子力の安全利用の可否
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果は図８に示す。安全利用「可能」が４％、「た
ぶん可能」が 17％に対して、「安全利用不可」
が約３割、「たぶん不可」が３割である。大多
数の人々が安全利用は本来的に困難と見てい
る。
　この様な調査データの状況､ さらには調査後
の関連動向の点で、「原発安全困難」の受け止
めが改善される見通しを得るのは難しい。

　これまで上記では直接要因の３項目につい
て、調査時点での判断とその後の状況の推移を
見て来たが、これらについての再稼働判断での
賛成意見が増える見通しは立ちにくいと見るこ
とが出来よう。

６．おわりに
　本研究では原発の再稼働への賛否を決める心
理的要因というべき諸要因を調査データから実
証的に抽出し、賛否が決まるメカニズムとでも
いうべき仕組みを説明してきた。
① 賛否を決める要因は大きくは直接要因と間接
要因の２種類がある。
② 直接要因は原発が直接に係わることがらの評
価で、経済要請重視、信頼喪失・対策不信、
原発安全困難　の３つで、この３要因が賛否
の骨格部分を決める。
③ 直接要因は福島事故前になされた「原子力政
策への賛否」を目的とした同様な研究と極め
て類似した結果であり、賛否の要因としての
汎用性を示すものである。
④ 間接要因は原発が直接に係わることの評価で
はなく、生活規範と言うべき３項目、競争経
済指向、環境コスト高負担、節約・シェア指
向、と再生可能エネルギー関連の再エネ持続
社会期待である。骨格部分に対する調整項と
して作用する。
⑤ 定式化の結果を利用して、性別や世代別に見
た人々の顕著な特性差や、再稼働賛否の今後
の状況を予測してみた。

　本研究では、再稼働の賛否に関する初めての
本格的調査で、賛否の決定のメカニズムの知見
を得ることができ、実態の一端を解明すること
が出来た。この時点で今後の課題を挙げるとす
れば、次のようなことが該当する。
　一つは調査の方法論に関する点である。因子
分析で要因の概念が作られ、回帰分析で直接要
因として解釈される３要因は、結果的に見れば
経済メリット、安全性危惧、信頼性の３つとし
て理解するのが自然であることが分かった。こ
の場合、むしろこの様な概念形成に至りやすい
ように調査票の設問群を用意すると、結果的に
は回帰分析の寄与率が向上し、決定プロセスの
メカニズムの精度が向上することが考えられ
る。この様な改善が期待される。
　二つ目は状況の変遷に関する点である。この
調査が行われた 2013年は、まだ日本では再生
可能エネルギーの普及策が始まったばかりで
あった。したがって人々の再生可能エネルギー
の認識は未熟であったことは否めない。しかし
現在は再生可能エネルギーの世界的普及があ
り、人々の認識は変化していると思われる。そ
の点では、再生可能エネルギーが原発再稼働賛
否の決定に与える影響が変化してきていること
が予想される。この様な点を重視した再調査の
実施は興味ある知見を与えてくれる可能性があ
る。
　三つ目は調査地域である。今回は茅ヶ崎市に
限定しているが、より十分な調査のためにはよ
り広域のデータ入手が望まれる。その点で調査
地域の拡大が望まれる。
  また最後にもう一つ、最近の動きからの論点
を加えておきたい。それは「原発再稼働は断然
反対者が多いのに、なぜ反対方向へ政策が進ま
ないのか」という現実である。2012 年に政権
が変わって再稼働推進の傾向が顕著になった。
2030年のエネルギーミックスが 2015年に策定
されたが、福島事故前に近い原発依存が設定さ
れた。他方では再生可能エネルギーは今後はエ
ネルギーの主力と期待され、世界で急速に成長
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している。例えば出力の話ではあるが、世界の
風力発電の総出力は原発の総出力を 2015年に
は越えるに至り、さらに急速に成長中である(11)。
その再生可能エネルギーは、日本では高コスト
として抑制的な目標設定がされた。しかし原発
サイドで見ればもんじゅの失敗、動かない再処
理施設など、核燃料サイクルの破綻に伴う原子
力関連の損失投資額は膨大である。また福島事
故の負担や廃炉費などの原発費用を原発の発電
コストから外して託送料に含めるなど、どう見
ても不合理な原発優先の政策となる状況にあ
る。原発政策が経済政策としてのエネルギー政
策ではなく扱われていることを暗示するように
も見える。もともと原発は平和利用と軍事利用
の二面性を持つが、非核三原則を持つ日本で、
もしいつの間にかそれを逸脱する動きがあると
すれば重大問題である。再稼働問題はその様な
両面の可能性を秘めていることも今後の論点と
して加えておきたい (12)。
　本論文の作成に際しては、前東京経済大学吉
井博明教授より有用な示唆を頂いた。その点に
謝意を表したい。また調査においては茅ケ崎市
民の方々から協力を頂いた。その点も謝意を表
します。
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